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和歌山市のオフィス街の一角に、昼は定食を

メインとした料理、夜は一品料理等を提供する、

その名もずばり「おいしいものを食べさせる企

業組合」（店名「どんどん」）があります。

和歌山の飲食業界も例外なく不況に喘ぎ、個

人経営の飲食店には厳しい現況が続いていま

す。

そんな中で、新たなビジネス発信の受け皿と

して企業組合の存在を知り、各人の経験を活か

しながら信用力を高め、更に安定した経営を目

指そうと集まった4名により企業組合設立の運

びとなりました。

北野理事長はじめ、組合員の料理にかける思

いは深く、食材の良さとシンプルで味わい深い

調理を追求、“おいしいもの”へのこだわりを

持ち続けた企業組合がスタートしました。

おいしいものを食べさせる企業組合
和歌山市上野町一丁目１番地
TEL 073-426-0605
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「地域資源を活用した和歌山県

地域の強みである地域資源を活用した新商品・新役務の開発等を行う中小企業者等に対する支援法である「中小企業地
域資源活用促進法」に基づく支援策を受けるために必要な「地域資源活用事業計画」の認定手順等について説明します。

同法の認定を受けることにより、試作品開発及びそ
の展示会出展・販路開拓を支援するための「補助金」
や、生産・販売のための設備投資に対する「政府系金
融機関による低利融資」・「設備投資減税」、その他、

【支援の内容】

信用保証枠の拡大、（独）中小企業基盤整備機構主催
の展示会等への優先的出展など各種支援を受けること
が可能となります。

【事業計画認定に係る手続きについて】

1．事前相談
和歌山県の「地域産業資源活用事業の促進に関する

基本的な構想（基本構想）」に特定する地域資源を活用し
て新商品・新役務開発のプランをお持ちの事業者は、最
初にその事業内容が同法の内容に合致するものかどう
か産業振興課産業ブランド推進室までお問い合わせ下
さい。（必要に応じヒアリング等行う場合があります。）

2．支援マネージャーとの打合せ
支援対象となる可能性があると認められた事業計画

について、可能な範囲で「地域産業資源計画に係る認
定申請書」を作成していただき、「近畿地域支援事務局
（（独）中小機構近畿支部内に設置）」の支援マネージャー
と打合せを行っていただきます。計画されている事業
の内容や熟度などに応じ、支援マネージャーが事業計
画作成のアドバイスをいたします（事業計画の精査の末、
認定の要件に合致しないと判断する場合もあります。）

なお、事業計画認定の手続きがスムーズに行えるよ
う、支援事務局は、近畿経済産業局に事業計画の内容
を伝えます。近畿経済産業局は主務省庁担当窓口に意
見照会し、その結果を中小企業者等に伝えます。この
時点で、事業計画の申請に必要な省庁が特定され、申
請書の必要部数も確定します。（活用する地域資源に
より認定を受ける関係省庁の数が変わります。）

3．申請書の提出
事業計画書が出来上がりましたら、打合せの際に示
された必要部数を用意して、和歌山県産業振興課産業
ブランド推進室までご提出下さい。（事前に提出日時
の予約を入れていただけると幸いです。）事業計画書
が提出されると、本県は、当該事業計画が「基本構想」
に合致しているかどうかの観点から意見を付し、近畿
経済産業局をはじめ、認定に必要な主務省庁に申請書
を送付します。なお、必要に応じ、事業計画の策定者
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に対して、ヒアリングを実施することがあります。

4．評価委員会での評価と事業計画の認定・不認定
近畿経済産業局に設置する事業計画の「評価委員会」
において、当該事業計画が基本方針に定める要件に合
致し、事業計画の認定に相応しい計画か否かについて
評価します。近畿経済産業局及び認定に必要な主務省
庁は、評価委員会での評価を踏まえ、事業計画の「認
定」または「不認定」を決定し、申請者に通知します。

5．各種支援措置の申請
事業計画の認定を受けた事業者で、補助金などの支
援措置を希望する者は、別途補助金申請等の手続きが
必要となります。

6．申請までに要する期間
申請書のブラッシュアップや主務省庁の意見照会に

は時間が要することがありますので、十分に余裕をも

って、近畿地域支援事務局に相談されることをお勧め
します。
なお、近畿地域支援事務局が目安としている事前の

ブラッシュアップ等の期間は3ヶ月間となっております。

7．その他
詳細についてお問い合わせは右記までお願いいたし

ます。
〒640－8585 和歌山市小松原通1－1

産業振興課産業ブランド推進室
電話：073－441－2841 FAX：073－424－1199
E－mail：e0610001@pref.wakayama.lg.jp
ＵＲＬ：http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/

061000/homepage/index.html
（産業振興課産業ブランド推進室）

※上記ホームページからは和歌山県の基本構想や事業計画認
定申請に必要な書類等がダウンロード出来ます。
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和歌山県優良県産品（プレミア和歌山）推奨制度説明会の開催について（ご案内）
和歌山県では本年度、和歌山県産品（加工食品、伝統的工芸品、産業製品、農産物、畜産物、特用林産物等）につい

て、安心・安全を基本に、幅広い分野で優れたものを「和歌山らしさ」・「和歌山ならでは」の視点で選定・推奨する
「和歌山県優良県産品推奨制度」（愛称：「プレミア和歌山」）を制定しました。
当制度の概要と、プレミア和歌山推奨品選定のための各事業者からの申請手続きについて説明会を開催いたしますの

でご案内します。
「プレミア和歌山」申請期日については6月～7月頃を予定しております。また事前の説明会は今回のみ開催の予定です。
有田振興局管内……5月15日（木）13：30～16：30 有田総合庁舎3階大会議室（有田郡湯浅町湯浅2355－1）
和 歌 山 市 内……5月19日（月） 9：30～12：30 和歌山県自治会館2階大会議室（和歌山市茶屋ノ丁2－1）
海草振興局管内……5月19日（月）13：30～16：30 和歌山県自治会館2階大会議室（和歌山市茶屋ノ丁2－1）
那賀振興局管内……5月20日（火）13：30～16：30 岩出市総合保健福祉センター3階視聴覚室（岩出市金池92）

プレミア和歌山●和歌山県商工観光労働部企業政策局産業振興課産業ブランド推進室（担当：江川、倉橋、大谷）
住所●〒640－8585 和歌山市小松原通1－1 電話●073－441－2841（直通） FAX●073－424－1199
e-mail●kurahashi_a0002@pref.wakayama.lg.jp

平成20年5月1日～8月8日1 募 集 期 間

「マイカー通勤している従業者のうち、10％以上かつ10人以上の方が募集期間内
（5/1～8/8）に公共交通の利用を伴う通勤に変更したこと」等

2 認 定 要 件

・認定証の交付
・副賞として、5万円相当の「鉄道又はバス乗車カード」等を進呈
・県ホームページ等で企業・団体名を公表

3 認定されると

所定の申請書に公共交通の利用を伴う通勤に変更した従業者の定期券の写しを添えて、8月8日までに
県庁総合交通政策課へ提出してください。
詳しくは、県ホームページ（http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/020500/nintei/boshuu.html）
をご覧いただくか、下記問い合わせ先までお問い合わせください。

4 申 し 込 み

県庁総合交通政策課　木戸上、新谷
TEL：073－441－2353 e-mail：e0205001@pref.wakayama.lg.jp

5 問い合わせ先
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＜調査の特徴＞
・本調査は、中小企業の財務情報、経営情報及び設備投資動向等を把握するための業種横断的な実態調査。
・調査の範囲は、建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、不動産業、飲食店・宿泊業及びサ
ービス業の合計9業種に属する中小企業（中小企業全体の92.2％）。

・調査方法は、平成16年事業所・企業統計調査結果を母集団として、中小企業（調査対象業種）から約10万社
を無作為抽出する標本調査。
・本報告書（速報）は、有効回答50,309社（有効回答率47.3％）を基に推計。

＜速報のポイント＞
・対象の中小企業全体では、企業数の減少を反映して、従業者数、売上高、経常利益のいずれも前年比で減少。
1企業当たりでみると、従業者数は横ばい、売上高は増加し、経常利益は若干の減少。なお、法人企業では、
1企業当たりの従業者数、売上高、経常利益がいずれも増加。
・従業者数のうち、非正規雇用が占める割合は3割程度。1企業当たりの従業者数をみると、法人企業では正社
員が増加し、非正規雇用者が減少。
・1企業当たりの売上高は、法人企業では若干の増加、個人企業では若干の減少。
・売上高経常利益率は、法人企業、個人企業のいずれも前年より若干の低下。
・自己資本比率は25.9％、従業者規模5人以下の企業が特に低い。
・メインバンクは、法人企業では地銀・第二地銀（41.4％）が、個人企業では信用金庫・信用組合（34.4％）
が最も多く、前年と同様。

速報のポイント …………………………………………………………………Ⅰ

1.調査の目的
中小企業実態基本調査は、中小企業基本法第10条の規定に基づき、中小企業全般に共通する財務情報、経営

情報及び設備投資動向等を把握し、中小企業に関する基礎資料を提供することを目的に平成16年から実施した
新たな統計調査であり、今回で4回目の実施。
本調査は、統計報告調整法に基づく承認統計調査として、今後も毎年実施する予定。

2.調査期日及び調査時点
平成19年9月1日調査、平成18年度決算に基づく実績報告。

調査の概要 ………………………………………………………………………Ⅱ
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施策情報

3.調査の特徴
・中小企業を産業中分類別、従業者規模別に集計している唯一の統計。

区分：産業中分類　64区分、従業者規模　5区分
・主な調査項目は、売上高等の財務情報、従業者数、取引金融機関、設備投資等。
・財務情報等の上記以外にも施策立案に資すると思われる項目についても調査。

「株式会社の株式譲渡制限の有無」、「従業員教育費」、「委託・受託の状況」、「少額減価償却資産の取得
金額の損金算入」等

・推計方法は、企業数を事業所・企業統計調査（平成16年、18年（速報））から推計。
・本調査は、調査の標本設計段階から、調査名簿作成、調査の実施、審査・集計及び報告書作成等に至るまで
すべてを民間に委託し実施。

4.調査企業数及び回答数
今回の調査は、回答率52.5％（有効回答率47.3％）で、中小企業を対象とする郵送調査としては高い回答率。

�

1．主要項目の調査結果
対象の中小企業全体では、企業数の減少を反映して、従業者数、売上高、経常利益のいずれも前年調査に比

べて減少。特に、個人企業においては、経常利益の減少幅が大きい。
1企業当たりでみると、従業者数は横ばい、売上高は増加し、経常利益は若干の減少となっている。
なお、法人企業では、１企業当たりの従業者数、売上高、経常利益がいずれも増加している一方、個人企業

では、いずれも減少。

平成19年調査の概況 …………………………………………………………Ⅲ

2．従業者数
法人企業、個人企業のいずれも非正規雇用者が従業者全体に占める比率は、それぞれ3割程度。
法人企業、個人企業のいずれも正社員、非正規雇用者が前年調査に比べて減少。
1企業当たりの従業者数をみると、法人企業では正社員が増加し、非正規雇用者が減少している一方、個人企

業では、正社員が減少し、非正規雇用者が若干増加。
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3．売上高と売上高経常利益率
前年調査と比べた1企業当たりの売上高の変化をみると、法人企業では若干の増加、個人企業では若干の減少。
売上高経常利益率は、法人企業、個人企業のいずれも若干の低下。

一
企
業
当
た
り
の
売
上
高

売
上
高
経
常
利
益
率

施策情報



中央会わかやま No.523 2008.58

5．取引金融機関
メインバンクは、法人企業では地銀・第二地銀（41.4％）が、個人企業では信用金庫・信用組合（34.4％）

が最も多く、前年調査と同様。
法人企業では、従業者規模が大きくなるに従って都市銀行・信託銀行等をメインバンクとする割合が高くな

る傾向にあり、個人企業ではメインバンクがない企業の割合も高く（19.5％）、前年調査と同様。

4.自己資本比率（法人企業のみ）
自己資本比率は25.9％であり、従業者規模別にみると、5人以下の企業の自己資本比率が特に低く、6人以上

の企業では規模が大きくなるほど自己資本比率が緩やかに上昇。この傾向は、前年と同様の傾向。
自己資本比率が高い業種は、情報通信業、製造業などであるが、情報通信業の自己資本比率が前年調査に比

べて低下する一方で、製造業は上昇。

自
己
資
本
比
率

施策情報



中央会わかやま No.523 2008.5 9



中央会わかやま No.523 2008.510

……… 労働契約法が平成20年3月1日から施行されました。 ………

………………………労働契約の基本ルール………………………
労働契約の締結や変更に当たっては、労使の対等の立場における合意によるのが原則です。（第3条第1項）
労働者と使用者は、労働契約の締結や変更に当たっては、均衡を考慮することが重要です。（第3条第2項）
労働者と使用者は、労働契約の締結や変更に当たっては、仕事と生活の調和に配慮することが重要です。（第3条第3項）
労働者と使用者は、信義に従い誠実に行動しなければならず、権利を濫用してはなりません。（第3条第4項・第5項）

使用者は、労働契約の内容について、労働者の理解を深めるようにしましょう。（第4条第1項）
例えば、労働者に労働条件をきちんと説明することなどが考えられます。

労働者と使用者は、労働契約の内容（有期労働契約に関する事項を含む。）について、できる限り書面で確認
しましょう。（第4条第2項）
例えば、労使で話し合った上で、労働条件を記載した書面を労働者に交付することなどが考えられます。
有期労働契約の場合には、契約期間が終わったときに契約が更新されるかどうかや、どのような場合に契約
が更新されるのかなど、契約の更新についてもハッキリさせておきましょう。

使用者は、労働者の生命や身体などの安全が確保されるように配慮しましょう。（第5条）

※このほか、有期労働契約については、「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」において、使用者は
① 契約期間満了後の更新の有無等を明示
② 3回以上更新された契約や1年を超えて継続勤務している労働者の契約を更新しない場合、契約期間満
了の30日前までに雇止めを予告

③ 労働者の求めに応じ、雇止めの理由を明示
④ 契約更新の場合、契約期間をできる限り長くするよう配慮することとされています。

労働契約は、使用者と労働者がお互いに守らなければならないものです。あとでトラブルになったりしない
ように、契約の内容をハッキリさせておくことが大切です。

使用者の指揮・命令のもとに働き、その報酬として賃金を受けている場合には、「労働者」として労働契約法
の対象になります。（第2条第1項）

「請負」や「委任」という形式をとっていても、実態として、使用者の指揮・命令のもとに働き、その報
酬として賃金を受けていれば、「労働者」になります。

労働関係の主な場面ごとに、労働契約について特に気をつけることを労働契約法の条文に沿って、紹介しています。
労働契約法の趣旨や内容を踏まえ、使用者と労働者の皆さまでよく話し合っていただき、お互いの十分な理解と
協力の下に、安心・納得して働けるようにしましょう。

就業形態が多様化し、労働者の労働条件が個別に決定・変更されるようになり、個別労働紛争が増えています。
この紛争の解決の手段としては、裁判制度のほかに、平成13年から個別労働紛争解決制度が、平成18年から労
働審判制度が施行されるなど、手続面での整備はすすんできました。しかし、このような紛争を解決するための
労働契約についての民事的なルールをまとめた法律はありませんでした。
このような中で、昨年12月に「労働契約法」が制定され、労働契約についての基本的なルールがわかりやす
い形で明らかにされました。労働契約法は、本年3月1日から施行されました。
これにより、紛争が防止され、労働者の保護を図りながら、個別の労働関係が安定することが期待されます。

使用者と労働者の皆さまへ

check!
労働契約法における「労働者」とは・・・
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……………………労働契約を結ぶ場合には・・・……………………

労働者と使用者が、「労働すること」「賃金を支払うこと」について合意すると、労働契約が成立します。（第6条）

―事業場に就業規則（労働条件などを定めた規則）がある場合には、次のようになります。――――――――――

労働者と使用者が労働契約を結ぶ場合に、使用者が
①合理的な内容の就業規則を
②労働者に周知させていた（労働者がいつでも見られる状態にしていた）場合には、就業規則で定める労働条
件が、労働者の労働条件になります。（第7条本文）

使用者が就業規則を机の中にしまっていて、労働者が見たくても見られない場合などは、労働者に周知され
ていませんので、その就業規則は労働者の労働条件にはなりません。

労働者と使用者が、就業規則とは違う内容の労働条件を個別に合意していた場合には、その合意していた内容
が、労働者の労働条件になります。（第7条ただし書）

事業場に就業規則がある場合でも、労働者のそれぞれの事情に合わせて、労働条件を柔軟に決めることができます。

労働者と使用者が個別に合意していた労働条件が、就業規則を下回っている場合には、労働者の労働条件は、
就業規則の内容まで引き上がります。（第12条）

法令や労働協約に反する就業規則は、労働者の労働条件にはなりません。（第13条）

…………………… 労働契約を変える場合には・・・……………………

労働者と使用者が合意すれば、労働契約を変更できます。（第8条）

―事業場に就業規則（労働条件などを定めた規則）がある場合には、次のようになります。――――――――――

使用者が一方的に就業規則を変更しても、労働者の不利益に労働条件を変更することはできません。（第9条）

使用者が、就業規則の変更によって労働条件を変更する場合には、次のことが必要です。（第10条）
①その変更が、以下の事情などに照らして合理的であること。
・労働者の受ける不利益の程度　　　　　　　　・労働条件の変更の必要性
・変更後の就業規則の内容の相当性　　　　　　・労働組合等との交渉の状況
②労働者に変更後の就業規則を周知させること。

労働者が働いていく中では、賃金や労働時間などの労働条件が変わることも少なくありません。労働条件の変
更をめぐってトラブルにならないように、使用者と労働者で十分に話し合うことが大切です。

労働者と使用者が合意すれば、労働契約は成立します。
事業場に就業規則がある場合で、就業規則で定める労働条件が労働者の労働条件になる場合は、次のような場合です。

・新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課すことは、
原則として許されないが、当該規則条項が合理的なものである限り、個々の労働者においてこれに同意しないこ
とを理由として、その適用を拒否することは許されない。（秋北バス事件最高裁判決）
・賃金のような重要な労働条件の変更について、高度の必要性に基づいた合理的な内容のものである場合には、そ
の効力を生ずる。（大曲市農業協同組合事件最高裁判決）
・定年を延長する代わりに給与が減額された場合において、その合理性の有無の判断に当たっては、①就業規則の
変更によって労働者が被る不利益の程度、②使用者側の変更の必要性の内容・程度、③変更後の就業規則の内容
自体の相当性、④代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況、⑤労働組合等との交渉の経緯、⑥他の労働
組合又は他の従業員の対応、⑦同種事項に関する我が国社会における一般的状況等を総合考慮して判断すべきで
ある。（第四銀行事件最高裁判決）
・賃金体系の変更により大幅な不利益を生じさせる場合には、一方的に不利益を受ける労働者について不利益性を
緩和するなどの経過措置を設けることによる適切な救済を併せ図るべきであり、それがないままに一部の労働者
に大きな不利益のみを受忍させることには、相当性がないものというほかはない。
一部の労働者が被る不利益性の程度や内容を勘案すると、賃金面における変更の合理性を判断する際に労働組合
の同意を大きな考慮要素と評価することは相当ではないというべきである。（みちのく銀行事件最高裁判決）

check!
就業規則の変更については、裁判で次のような考え方が示されています。
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………………労働契約を終了する場合などには・・・………………

権利濫用と認められる出向命令は、無効となります。（第14条）

出向命令が権利濫用に当たるかどうかは、その出向が必要であるか、対象労働者の選定が適切であるかなどの事情
を総合的に考慮して判断されます。

権利濫用と認められる懲戒は、無効となります。（第15条）

懲戒が権利濫用に当たるかどうかは、懲戒の原因となる労働者の行為の性質や態様などの事情を総合的に考
慮して判断されます。

客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない解雇は、権利を濫用したものとして無効となり
ます。（第16条）

………………… 有期労働契約を結ぶ場合には・・・…………………

使用者は、やむを得ない事由がある場合でなければ、契約期間が満了するまで、労働者を解雇することができ
ません。（第17条第1項）

使用者は、有期労働契約によって労働者を雇い入れる目的に照らして、契約期間を必要以上に細切れにしない
よう配慮しなければなりません。（第17条第2項）

例えば、1年の契約期間を定めたパートタイム労働者など有期労働契約を結ぶ場合には、契約の終了場面にお
ける紛争が見られることから、あとでトラブルになったりしないように、次のことに気をつけましょう。

出向、懲戒や解雇については、労働者に与える影響が大きいことからトラブルになることが少なくありません
ので、紛争とならないように気をつけましょう。

厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp）でも最新情報を提供しています。厚生労働省

―事業場に就業規則がある場合には、労働者の労働条件は、次のように決まります――――――――――――――
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既に、労働基準法により、労働条件の明示が文書の交付等によって義務付けられている事項に加え、「昇給の有無」「退職手
当の有無」「賞与の有無」について、文書の交付等による明示が義務付けられた。（違反の場合、10万円以下の過料）
尚、「文書の交付等」は、電子メールやFAXの送付を含む。

一定の労働条件についての明示を義務化

雇い入れ後、パート労働者から求められたときに、待遇を決定するに当って考慮した事項を説明することを義務化。
〈説明義務が課せられる事項〉 ①労働条件の文書交付等　　　　②就業規則の作成手続　　　　③待遇の差別的取扱い禁止

④賃金の決定方法　　　　　　　⑤教育訓練　　　　　　　　　⑥福利厚生施設
⑦正社員への転換を推進するための措置

待遇の決定に当って考慮した事項の説明を義務化

正社員と職務（仕事の内容や責任）が同じで、人材活用の仕組み（人事異動の有無や範囲）が、全雇用期間を通じて同一
（※1）であり、かつ、契約期間が実質的に無期契約となっているパート労働者については、全ての待遇において、パート労働
者であることを理由に差別的に取り扱うことが禁止される。

※1…パート労働者の職務が正社員と同一になってから、雇用関係が終了するまでの間の人事異動の有無や範囲が、事業所の慣行等から判断して同一と見込
まれること。

正社員と同視すべきパート労働者の待遇を差別的に取り扱うことを禁止

（1）パート労働者の賃金を決定する際には、正社員との均衡を考慮し、職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する
（※2）ことが努力義務化される。

※2…例：パート労働者の賃金を事業主の主観やパート労働者であるという理由で一律に決定するのではなく、職務の内容や経験に応じて賃金を決定すること。

（2）正社員と職務と一定期間の人材活用の仕組みが同じ場合は、賃金を正社員と同一の方法で決定する（※3）ことが努力義
務化される。

※3…例：正社員と同じ賃金表を適用する、正社員が職能給であればパート労働者にも職能給を適用するなど。

尚、（1）、（2）の賃金とは、基本給、賞与、役付手当等を含む。

賃金に関する努力義務

（1）正社員との均衡を考慮し、職務の内容、成果、意欲、能力、経験等に応じてパート労働者の教育訓練を行うことが努力義
務化される。

（2）正社員と職務が同じ場合は、正社員に行う職務の遂行に必要な教育訓練について、既に必要な能力を有している場合を除
き、職務が同じパート労働者にも行うことが義務化される。

教育訓練に関する義務

健康を保って働くための施設や業務を円滑に遂行するための福利厚生施設について、パート労働者に利用の機会を提供する
よう配慮することが義務化される。
〈対象となる施設〉………給食施設、休憩室、更衣室
尚、これ以外の施設についても、事業主は、パート労働者の就業の実態や通常の労働者との均衡等を考慮した取り扱いをす

るように努めるものとする。

福利厚生に関する義務

パート労働者から正社員への転換を推進するための措置を講じることが義務化される。
〈講じる措置の例〉 ①正社員を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパート労働者に周知する。

②正社員のポストを社内公募する場合、既に雇っているパート労働者にも応募する機会を与える。
③パート労働者が正社員へ転換するための試験制度を設けるなど、転換制度を導入する。

パート労働者から正社員へ転換するチャンスを

（1）事業主がパート労働者から苦情の申し出を受けたときは、事業所内の苦情処理制度や短時間雇用管理者（※4）等を活用
するなどして、自主的な解決を図ることが努力義務化される。

※4パートタイム労働法では、常時10人以上のパートタイム労働者を雇用する事業所ごとに、パートタイム労働者の雇用管理改善などを担当する「短時間雇
用管理者」を選任するよう努めることとされています。

（2）紛争解決援助のため、都道府県労働局長の助言、指導、勧告、均衡待遇調停会議の調停が設けられる。
〈対象となる苦情・紛争〉 ①労働条件の文書交付等　　　　　②待遇に関する説明　　　③待遇の差別的取扱い禁止

④職務遂行に必要な教育訓練　　　⑤福利厚生施設　　　　　⑥正社員への転換を推進するための措置

パート労働者からの苦情申し出に対応

パートタイム労働法に関するお問い合わせは、和歌山県労働局雇用均等室へ　073-421-6157
厚生労働省ホームページ　http://www.mhlw.go.jp

パート労働者がその能力を一層発揮できる雇用環境を整備することを目的にパートタイム労働法が改正され、
4月1日より施行されました。
今回の改正により、パート労働者と通常の労働者との均衡の取れた待遇とするための措置等が事業主に求めら

れることになります。

パート労働者の定義 ………………………………………………………………………………………………………………………
1週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者（正社員）の週所定労働時間に比べて短い労働者のこと。
尚、「アルバイト」、「嘱託」、「契約社員」、「臨時社員」、「準社員」等、呼び名は異なっても、この条件にあてはまる労働者で

あれば「パートタイム労働者」として、同法の適用対象者となる。
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●○●
●○● 議 事 録 の 作 成 ●○●

●○●

総会の議事録の作成は理事がすることになって
います。議事録に記載すべき事項として

1 総会の種類
2 招集年月日
3 開催の日時及び場所
4 組合員の総数
5 出席組合員数
6 出席者中、書面又は代理議決によった組合員数
7 出席した理事の氏名
8出席した監事の氏名
9議長の氏名
10議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名
11 成立の報告
12 議長選任の経過
13 議事の経過の要領及び議案別の議決の結果
14 議事の終了の宣言

●○●
●○● 決 算 関 係 書 類 の 提 出 ●○●

●○●

決算関係書類の提出は通常総会において承認を
受け、総会終了の日から2週間以内に行政庁に提出
することが義務づけられています。
添付書類としては

1 事業報告書
2 財産目録
3 貸借対照表
4 損益計算書
5 剰余金の処分または損失の処理を記載した書
面

6 総会または総代会の議事録

が必要です。

●○●
●○● 役 員 変 更 の 届 出 ●○●

●○●

役員に変更があった場合は、変更のあった日か
ら2週間以内に行政庁に届け出ることが定められて
います。役員の変更とは、役員の氏名または住所
の変更があった場合、役員の改選または補充があ
った場合など役員に関する一切の変更をいいます。
添付書類としては

1 変更した事項を記載した書面
2 変更年月日及び理由を記載した書面
3 役員変更が役員の選挙または選任によった場合
には、総会または総代会の議事録と理事会の議
事録

●○●
●○● 定 款 の 変 更 ●○●

●○●

定款の変更は総会において特別議決を必要とす
る事項であり、必ず行政庁の認可を受けてから施
行することになります。定款変更は大別して、①
一般的事項の変更、②事業計画・収支予算に係る
変更、③出資1口の金額の減少に係る変更に分ける
ことができます。なお、認可されてから登記を要
する事項については、登記が完了して効力が生ず
ることから考えて、変更決議をした総会又は総代
会の後、速やかに認可申請をしなければなりませ
ん。
添付書類としては

（1）一般的事項の変更
1変更理由書
2変更しようとする箇所を記載した書面
3定款変更を議決した総会又は総代会の議事録

（2）事業計画・収支予算に係る変更
(1)の添付書類以外に

組合には法律により認可を受けたり、届出を要する事項が定められています。
定款の変更などは認可が必要で、役員の変更や決算関係書類などは届出が必要です。
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1定款変更後の事業計画書
2定款変更後の収支予算書が必要となります。

（3）出資1口の金額の減少に係る変更
(1)の添付書類以外に
1財産目録
2貸借対照表
3債権者に対して公告及び催告をしたことを証
する書面
などが必要となります。

●○●
●○● 変　更　登　記 ●○●

●○●

代表理事に変更があった場合は就任した日から2
週間以内に変更の登記をしなければなりません。
任期満了の改選で、代表理事が再任されても変

更登記は必要になります。
代表理事変更登記以外で組合の実務上頻度の高

いと思われる変更登記は、主たる事務所移転登記、
出資の総口数及び払込済み出資総額の変更登記、
事業変更登記などがあります。
登記期間は登記すべき事実の発生後一定の期間

内に申請すべきと定められています。登記すべき
事項につき行政庁の認可を要するときは、認可書
の到達した年月日から起算することとなります。
添付書類は登記内容によって違いますし、登記期
間についても従たる事務所の所在地でする場合で
は違いがあります。
届出・申請について商工組合、協業組合の場合

は様式が異なる場合もあります。添付書類など詳
細については中央会までお問い合わせ下さい。
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3月26日（水）アバローム紀の国において
「和歌山県100年企業表彰」の表彰式が開催されました。
時代の変遷の中にあって、県内で100年以上にわ
たり伝統技術や事業を守り、継承することによって
和歌山県の経済発展に貢献し、他の企業の規範とな
ってきた「長寿企業」を表彰するもので、37社が
晴れの表彰式に臨みました。
創業1461年という企業にはじまり、いずれも和
歌山の経済・文化の担い手として綿々と歴史を紡い

できた企業が集結しました。
「今日の100年にまた新しい歴史をそれぞれ加え
ていただくと共に、次の100年世代がこの外側から
育ち、企業王国和歌山を形成していくことを祈念す
る大切な1日となりました。」 と仁坂和歌山県知事
が挨拶。
次代を担う企業の発展と和歌山の未来に向け、新
たな「長寿企業」が育っていくことを予感させる表
彰式となりました。
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過
去
最
多
の
企
業
74
社
が
集
結
!!

き
の
く
に
人
材
Ｕ
タ
ー
ン
フ
ェ
ア

四
月
一
四
日
（
月
）、
ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ヴ
ィ
ア
和
歌
山
に

て
、
第
二
八
回
き
の
く
に
人
材
Ｕ
タ
ー
ン
フ
ェ
ア
が
開
催

さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
Ｕ
タ
ー
ン
フ
ェ
ア
は
、
県
内
企
業
へ
の
Ｕ
タ
ー
ン

就
職
を
希
望
す
る
来
春
卒
業
予
定
の
大
学
生
、
短
大
生
、

高
専
・
専
修
学
校
生
を
対
象
と
す
る
も
の
で
、
昨
年
は
三

四
名
の
採
用
内
定
が
あ
り
ま
し
た
。
今
年
は
過
去
最
多
の

出
展
企
業
七
四
社
（
新
規
七
社
）、
募
集
人
員
七
七
二
名
の

と
こ
ろ
、
二
三
六
名
（
男
子
一
〇
八
名
、
女
子
一
二
八
名
）

の
参
加
者
が
あ
り
ま
し
た
。

「
接
客
販
売
・
サ
ー
ビ
ス
系
で
の
就
職
を
希
望
し
て
い

ま
す
。
今
回
初
め
て
参
加
し
た
の
で
す
が
、
今
ま
で
四
社

の
説
明
を
聞
い
て
、
非
常
に
興
味
が
湧
き
、
働
き
た
い
企

業
が
あ
っ
た
の
で
、
是
非
就
職
を
決
め
た
い
で
す
。」（
大

阪
府
下
の
専
門
学
校
に
通
う
女
子
学
生
）

参
加
者
は
例
年
に
比
べ
て
少
な
か
っ
た
も
の
の
、
会
場

内
の
各
企
業
ブ
ー
ス
で
は
、
企
業
と
学
生
に
よ
る
熱
心
な

説
明
や
質
問
が
な
さ
れ
、
新
し
い
事
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て

い
こ
う
と
す
る
学
生
の
意
気
込
み
が
感
じ
ら
れ
る
フ
ェ
ア

と
な
り
ま
し
た
。

次
回
の
き
の
く
に
人
材
Ｕ
タ
ー
ン
フ
ェ
ア
は
八
月
一
三
日

（
水
）
開
催
予
定
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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全国中小企業団体中央会及び本中央会では、傘下会員団体所属企業の皆様へのサービス

強化を目的に、標記PL保険制度を運営しています。

本制度は、加入した中小企業者の皆様が製造または販売した製品や、行った仕事の結果

が原因で、他人の生命や身体を害するような人身事故や、他人の物を壊したりするような

物損事故が発生し、加入期間中に損害賠償請求が提起されたことによって、皆様が法律上

の損害賠償金や争訟費用等の損害を被った場合に、保険金をお支払いするものです。また、

改正消費生活用製品安全法に対応した「リコール費用担保特約」を設け、更に充実した内

容としております。



背景と目的
インターネットの普及が進む中、近隣の同業組合から「一緒にインターネットを通じた共

同購買事業を行いませんか」と持ちかけられたのが事業スタートの大きなきっかけであった。
今まで組合では共同カタログによって限定的な商品販売を行ってきたが、インターネットを
活用することによって、組合員の多様なニーズに応えて、組合のホームページで取扱う商
品・サービスの種類を容易に増やす事が可能となった。今後も、さらなる組合員の要求に応
え、より使いやすいホームページづくりを目指したい。

事業・活動の内容
インターネットの普及度が上がってくるにつれて、若い組合員などは当然のようにホーム

ページから発注するようになってきている。既存の組合員も、パソコンの普及が進み、利用
率は上がってきている。当事業の骨子は、毎月、理事を中心に開催される運営委員会で議論
され、より使いやすいシステムに向け、更新を続けている。特に、取扱商品・サービスの多
様化については、基本的に制限を設けず「組合員が欲しいモノは何でもそろう」「欲しいモ
ノがあったらまずは組合に訊いてみて」といったスタンスを基本にしている。ホームページ
の更新内容や利用方法については、月刊情報誌「Salad」によって、毎月、組合員へ発信し
ている。

成果
組合員においては、発注した商品がまとめて請求され、利用明細が作成されることから、

経費管理が効率化した。組合としても、インターネットを通じて受注を管理（実際には各メ
ーカーのホームページで受注）するため、事務作業が効率化している。また、組合員に特に
喜ばれているのは、クレジット
購入の際に、クレジット番号を
インターネット上に入力する必
要がないことである。これによ
り安心してインターネットから
でも高価な買い物をすることが
できる。今後も、更に取扱商
品・サービスをより充実させて
いくことで、購買金額の上昇が
期待されている。

和

歌

山

県

医

師

協

同

組

合

所 在 地 〒640-8137

和歌山市吹上1丁目2-4

電 話 番 号 073-422-2678

F A X番号 073-425-2227

設　　　立 昭和43年8月

出 資 金 1,668千円

組 織 形 態 同業種同志型組合

地　　　区 和歌山県

主 な 業 種 開業医、医療法人

組合従業員 6人

組 合 員 838人

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.wmca.or.jp

組
合
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
利
用
し
た
共
同
購
買
事
業

和歌山県

組合の運営するホームページを通じて、各メーカーと提携し組合
員が必要な買物を常時行えるシステムを提供している。発注商品
は組合がまとめて請求及び集金事務を行っている

組合ホームページ 月刊情報誌「Salad」発行

全国先進組合事例
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背景と目的
当地ニット産業は、100年の歴史を持つ有力産業で高度な技術力を有しながら、産業構造

のグローバル化の進展に伴い、東南アジアからの低価格輸入品が激増、当産地はこの影響に
より著しい苦境に陥り、廃業者が続出、当組合員も10年前に比べ半減した。従来、取引先か
らの受注・下請型であったが、ファッション情報などを十分収集し、これを吟味のうえ、デ
ザイン面にも配慮した市場性を持つ製品を開発し、これを取引側にPRするという企画・提案
型への転換を図ることとした。

事業・活動の内容
かかるコンセプトのもと、デザイナーの協力を得て試作品作りに取組み、3ヵ月間にニッ

ト生地及びこれを使った二次製品合わせて40～50点を開発した。この成果物を関係者にPR
するため、展示会を開催することとなった。場所は大きな市場性を持ちながら、現在のとこ
ろ、産地全体の売上高の30％にすぎない首都圏とし、TEPIAにおいて平成19年3月22・23
日の両日開催した。これに参加した組合員は10社で、出展点数は上記新製品に既存製品を加
えた約500点、来場者数は約350人であった。なお、これら一連の事業は、県の「企画提案
型支援事業」を利用した。補助金が総事業費の半額、本件の場合は250万円交付されている。
当組合はいままで他の機関が主催する多くの展示会に出展してきているが、組合独自で展示
会を開催するのは初めてであり、信用力のある大阪繊維リソートセンターの協力を得て、会
場の確保、設営や招待リスト、案内状の作成・送付が行われた。

成果
①3ヵ月間に約50点の試作品が開発され、これを東京の展示会に出展できたこと、②展示

会についても実施決定後3ヵ月余の期間しかなかったにもかかわらず、不馴れな土地で実現
でき、来場者数も約350人あったことが出展組合員同士の結束強化、参加しなかった組合員
への刺激となっている。

和

歌

山

ニ

ッ

ト

工

業

組

合

所 在 地 〒640-8045
和歌山市卜半町36

電 話 番 号 073-422-0470

F A X番号 073-422-0682

設　　　立 昭和28年6月

出 資 金 非出資

組 織 形 態 産地型商工組合

地　　　区 和歌山市ほか4市4町

主 な 業 種 ニット生地、ニット製外衣、

シャツ及びニット製下着製造

組合従業員 3人

組 合 員 88人

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.knit-net.com/企
業
体
質
転
換
の
た
め
技
術
を
活
用
し
て
開
発
し
た
製
品
を
展
示

和歌山県

産地企業の持つ優れた技術を活用し、企画・提案型への体質転換
を図り、デザイン性にも優れた製品づくりを行い、このPRのた
め、組合が独自で東京において展示会を開催

東京・青山で和歌山ニットファブリック展「DELICIOUS KNIT 2008」開催
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背景と目的
岡山県工業技術センターを中心にテンペの研究が進められるなかで、県内で開発されてい

た「テンペ味噌」がラーメンのスープに合うことが判明し、これにヒントを得て、新商品と
してテンペを練り込んだ麺の開発に取り組むこととなった。さらに、「テンペあられ」をト
ッピングするラーメンを考案し、これらを推し進めることとした。なお、「テンペ味噌」は、
岡山県味噌醸造協同組合の組合員企業と、「テンペあられ」は、岡山県菓子工業組合の組合
員企業と、麺の研究については組合と取引のある製粉業者と、それぞれ連携して商品化に取
り組んだ。

事業・活動の内容
平成15年10月より岡山県中央会等の補助金を活用し、パッケージングデザインの研究等

を開始した。同年10月より販売を開始し、岡山県青年中央会やマスコミ関係のイベントに数
多く出展し積極的にテンペラーメンの普及に努めてきた。17年度には東京で開催された岡山
物産展にも出展し、県外でのPR活動も行った。19年度はこれまでの活動を多少方向転換し、
商品信頼度強化のため、学校給食にアプローチする。

成果
本年度より、岡山県学校給食会による献立専門委員会に出席し、委員の方々に試食しても

らった。また、同給食会の物資専門委員会（栄養士）にも健康食品であることをPRした。岡
山県では月に一度、自由献立日が設定されており、これに採用されることが当面の目標であ
る。採用されれば、県下約16万人に供給できるほか、年間契約の足がかりとなる可能性もあ
る。

岡

山

県

製

麺

協

同

組

合

所 在 地 〒700-0971
岡山市野田5丁目11番31号

電 話 番 号 086-241-9335

F A X番号 086-241-9358

設　　　立 昭和25年4月

出 資 金 2,408千円

組 織 形 態 同業種同志型組合

地　　　区 岡山県

主 な 業 種 麺類の製造加工販売

組合従業員 1人

組 合 員 31人

Ｕ Ｒ Ｌ
http://www.optic.or.jp/okayama-seimen/岡

山
県
産
テ
ン
ペ
を
使
っ
た
ラ
ー
メ
ン
の
開
発
・
販
売

岡山県

組合ブランド復活を賭けて岡山県産テンペを使ったラーメンを開
発。「もも鬼くらぶ」を中心に販促活動を展開し、組合コア事業
に成長

岡山テンペラーメン イベントでの出店販売
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3月分3月分

ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス50ポイ
ントであり、同2月調査と比べ
て17．5ポイント改善した。
同2月調査と比べ、「売上高」

は不変、「収益状況」は20ポイ
ント改善、「資金繰り」は12．
5ポイント改善した。
3月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は18名、「悪
化」との回答は21名で、「好転」
との回答は1名であった。

総　評
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製造業

非製造業
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